別紙様式２－１（１関係）
　
１　地域農商工等連携促進対策事業計画
（1） 事業の目的及び効果
1 事業の目的
2 事業の効果
（２）行政施策等との関連性
①　地域再生計画の認定の有無
　　　　（地域再生法（平成１７年法律第２４号）に基づき、内閣総理大臣から認定された地域再生計画に位置付けられた事業であるか。）
②　消費者等のニーズに即した商品開発の知見や、商品の販路等を有する流通業（卸・小売業）、観光産業、外食産業等が参画した事業の有無
　　③　農商工等連携促進法に基づき認定された農商工等連携事業計画の事業の有無
　
（３）事業実施主体の概要及び添付資料
　　①　事業実施主体の概要
    　ア　名　称
    　イ　主たる事務所の所在地
　　　ウ　代表者名
　　　エ　構成員数
　　　オ　従業員数
　　　カ　設立年月日
　　　キ　所有施設の概要
　　②　添付書類
　　　ア　事業実施主体の概況           
　　　（ア）定款又はこれに準ずる規約
　　　（イ）役員等名簿
　　　（ウ）事業計画、収支予算書及び収支決算書等
　　　イ　機械設備等の仕様書、カタログ又は見積書
　　　ウ　内閣総理大臣により認定を受けた地域再生計画
　　　エ　農商工等連携促進法に基づき認定を受けた農商工等連携事業計画又は農商工等連携支援事業計画
　　　オ　地方公共団体が定める地域の農林水産業の振興に係る計画
カ　その他地方農政局長が特に必要と認める書類
　　注：申請に際し必要な書類を添付すること。　　　　
（４）事業実施主体の組織体系図
	


（５）事業目標及び事業内容等
①　連携企画検討
ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	

	成果（実績）

	


　　　　注：成果（実績）欄には、事業実施後に取組実績を記入。
イ　事業内容
（ア）企画運営会議の開催
	名　　　　称
	開催時期
	開催回数
	委 員 人 数
及びその構成
	主な内容

	
	
	
	
	


　　　　注：会議の主な内容については、その経過が明らかになるように開催回数ごとに記入。
（イ）専門分科会の開催
	テーマ
	開催時期
	開催回数
	委 員 人 数
及びその構成
	主な内容

	
	
	
	
	


注：会議の主な内容については、その経過が明らかになるように開催回数ごとに記入。
（ウ）活動資料の作成                                      
	実施時期
	内　容
	主な配布先・配布部数

	
	
	
	部


（エ）連携企画調査
	実施時期
	調査対象業種
及び人数
	調査方法
	調査内容
	備　考

	
	
	
	
	


　　
（調査員等の設置）
	設置時期
	所属（役職）
	備　考

	
	
	


　　　　注：備考欄には、事業実施主体の常勤役職員を調査員等として配置する場合、具体的な理由を記入。
　
（調査結果報告の作成）
	作成部数
	主な配布先・配布部数

	       　　　部

	
	部



（オ）農商工等連携に向けた計画等の作成
	作成時期
	内　容
	主な配布先・配布部数

	       　　　

	
	
	部



②　コーディネーター活動支援
ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	

	成果（実績）

	


　　　　注：成果（実績）欄には、事業実施後に取組実績を記入。
　　
イ　事業内容
（ア）コーディネーターの設置
	氏　名
	所　属（役職）
	経　歴
	備　考

	
	
	
	


        注１：経歴欄にはコーディネーターとしての適性に関わる職歴、資格等を記入。
　　　　注２：備考欄には、専門分野等を記入。また、事業実施主体の常勤役職員をコーディネーターとして配置する場合、具体的な理由を記入。
（イ）コーディネーター活動の広報                                   
	実施時期
	広報する内容
	提供方法
	配布部数
	備　考

	
	
	
	
	


③　交流会開催
　ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	

	成果（実績）

	


　　　　注：成果（実績）欄には、事業実施後に取組実績を記入。
　　　イ　事業内容
交流会、展示・商談会等の開催                                
	名　称
	開催時期
	開催場所
	参加者構成
及び員数
	主　な　内　容
	資料印刷
部数

	
	
	
	         人
	
	部


　　　　注：参加者構成及び員数欄には、業種別に記入。
　　　
	開催案内
配布部数
	主な配布先

	部

	


（調査員等の設置）
	設置時期
	所属（役職）
	備　考

	
	
	


　　　　注：備考欄には、事業実施主体の常勤役職員を調査員等として配置する場合、具体的な理由を記入。
（アンケート調査等の実施）
	実施時期
	調査対象
及び人数
	調査方法
	調査内容

	
	
	
	


　　
　（調査結果報告の作成）
	作成部数
	主な配布先・配布部数

	       　　　部

	
	部



④　連携人材育成　
　ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	

	成果（実績）

	


　　　　注：成果（実績）欄には、事業実施後に取組実績を記入。
　　イ　事業内容
　　　　　技術習得等研修会の開催
	研修名
	開催時期
	開催場所
	参加対象業種
及び員数
	研　修　内　容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	研修名
（つづき）
	講師所属
	テキスト
作成部数
	広報資料の作成
	備　考

	
	
	
	作成部数
	主な配布先
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（アンケート調査等の実施）
	実施時期
	調査対象
及び人数
	調査方法
	調査内容

	
	
	
	


　　
　（調査結果報告の作成）
	作成部数
	主な配布先・配布部数

	       　　　部

	
	部



⑤　食品産業支援情報提供
ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	

	成果（実績）

	


　　　　注：成果（実績）欄には、事業実施後に取組実績を記入。
　　イ　事業内容
（ア）支援情報等の収集
	調査時期
	調査対象
	調査方法
	調査内容
	備考

	
	
	
	
	


注：調査対象欄には、支援情報等の調査対象となる関係行政機関等の名称を記入。
　　（イ）支援情報等の提供
	提供先
	提供方法
	備　考

	
	
	


（ウ）調査員等の設置
	設置時期
	所属（役職）等
	備　考

	
	
	


注：備考欄には、事業実施主体の常勤的職員を調査員等として配置する場合、具体的な理由を記入。
⑥新商品開発・販路拡大支援
⑥－１　新商品開発等
　　ア　事業目標
	（計画名）
（本事業着手に到る経緯）
（事業目標）



　　注１：複数年度にわたる事業計画については、新商品開発・商品化・販路拡大に取り組む計画とし、事業計画全体の事業目標を記入。
　　　注２：事業目標には、開発する商品の具体的な特徴（開発する商品の新規性、活用する国産原材料又は製造工程の先進性や独自性等）、販路拡大の戦略、本事業による取組内容等を記入の上、達成すべき成果（商品化による効果、売上高等）を明記すること。
注３：農商工等連携促進法に基づき認定を受けた農商工等連携事業計画（以下「認定農商工等連携事業計画」という。）の事業については、本項目を省略することができる。
　　
イ　事業全体計画
	事業計画期間（事業計画全体の期間を記入）

	計画開始年月：平成　　年　　月
計画終了年月：平成　　年　　月

	年度別事業計画の概要（又は事業実績）

	①平成　　年度
	

	②平成　　年度
	

	③平成　　年度
	


注１：年度別事業計画の概要欄には、年度別（当年４月から翌年３月まで）の事業計画の概要を記入。
また、事業実施後は、実施年度ごとに事業実績（成果）を記入。
注２：認定農商工等連携事業計画の事業については、本項目を省略することができる。
　　【参考】事業計画全体における経費明細表（又は実績）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	事業年度
	補助事業に要する経費
（A）＋（B）
	国庫補助金（A）
	自己負担金（B）

	①　平成　　年度
	
	
	

	②　平成　　年度
	
	
	

	③　平成　　年度
	
	
	

	合　　計
	
	
	


　　　 注１：事業計画全体における国庫補助金の合計額は、２，０００万円以内とすること。
ただし、認定農商工等連携事業計画の事業については、国庫補助金の合計額は３，０００万円以内とすること。
　　　注２：事業実施後は、実施年度ごとに実績額を記入。
ウ　平成　　年度の事業計画（又は事業実績）
	（ア）事業実施内容及び実施時期

	

	成果（実績）

	


　　　注：成果（実績）欄には、事業実施後に取組実績を記入。
　
（イ）事業の中心となる団体・企業等の概要
	項　目
	概　　　要

	１　名称
２　所在地
３　代表者名
４　設立年月日
５　資本金
６　従業員数
７　業種
	


（ウ）主要原料の取引を行う農業者等の概要
	
	農 業 者 等
	所　　在　　地
	対象農林水産物
	作付面積
	出 荷 量
	販 売 額

	
	
	
	
	      (ha)
	      (ﾄﾝ)
	    (百万円)


注：直近年度の作付面積、出荷量、販売額等を記入。
（エ）開発・製造・販路拡大等の実施に係る連携体制
	概略図（産地、開発・製造企業、研究機関、販路拡大等の連携参加者の構成及び役割）

	


　　　　注：連携に参画する団体・企業等の名称及び役割を明記。
	開発、市場評価、販路拡大等に参画するスタッフの所属・役職名

	


（オ）新商品開発のための補助対象機器等内訳
	名　称
	数量
	単 価
	金 額
	型式等
	処理能力
	設置場所
	備  考

	１．○○○
２．△△△
：

	台
○
：
：
	円

	円

	〇〇型
△No△
：
	ﾄﾝ/日

	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	


　　　
	名　称
	機器の必要性及び用途

	１．○○○
２．△△△
：
	


（カ）成分分析の実施
	実施時期
	分析の種類・品目
	実施場所
	備　考

	
	
	
	


　　　注：開発商品の衛生、安全性、成分等を検査するための分析について記入。　　
　
（キ）市場評価の実施
	　　　
実施時期
	実施内容
	実施場所
	備　考

	
	
	
	


　　　注１：アンケート調査を実施する場合は、備考欄に調査対象、調査票の印刷部数等を記入。
　　　注２：パンフレット等の資料を作成する場合は、備考欄に印刷部数を記入。　　
（ク）販路拡大の実施
　　　　ａ　商談会等への出展
	開催時期
	開催名称
	開催内容
	開催場所
	来場対象者
	試供品の
作成・提供数

	
	
	
	
	      
	


ｂ　アンケート調査等の実施
	実施時期
	実施方法
	実施内容
	実施対象
及び人数
備考
	備　考


	
	
	
	
	


　　　
ｃ　パンフレット等の作成
	内　容
	作成部数
	主な配布先

	
	部
	


（ケ）主要原料取引計画及び売上計画　
ａ　主要原料取引計画の概要
	主要原材料名
	初年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


	主要原材料名
	第２年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


	主要原材料名
	第３年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


　　　注：翌年度からの計画を、年度別（当年４月から翌年３月まで）に記入。
　　　
ｂ　売上計画の概要
	製品名
	販売先
	初年度
(平成　年)a
	第２年度
(平成　年)
	第３年度
(平成　年)b
	b/a

	
	
	千円

	千円

	千円

	%



	計
	
	
	
	
	


注：翌年度からの計画を、年度別（当年４月から翌年３月まで）に記入。
⑥－２　販路拡大
ア　事業目標
	目標（達成すべき成果）

	（計画名）
（本事業着手に到る経緯）
（事業目標）


	成果（実績）

	


　　　　注１：事業目標欄には、販路拡大に取り組む商品の概要（国産原材料や加工技術等の商品の特徴）、
販路拡大の戦略、本事業による取組内容等を記入の上、達成すべき成果（売上高等）を明記すること。
注２：成果（実績）欄には、事業実施後に取組実績を記入。
　　
　　【参考】経費明細表（又は実績）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	事業年度
	補助事業に要する経費
（A）＋（B）
	国庫補助金（A）
	自己負担金（B）

	
	
	
	


注１：国庫補助金額は、５００万円以内とすること。
ただし、認定農商工等連携事業計画の事業については、国庫補助金額は１，０００万円
以内とすること。
　　　 注２：事業実施後は、実績額を記入。
　　
イ　事業内容
（ア）事業の中心となる団体・企業等の概要
	項　目
	概　　　要

	１　名称
２　所在地
３　代表者名
４　設立年月日
５　資本金
６　従業員数
７　業種
	


（イ）主要原料の取引を行う農業者等の概要
	
	農 業 者 等
	所　　在　　地
	対象農林水産物
	作付面積
	出 荷 量
	販 売 額

	
	
	
	
	      (ha)
	      (ﾄﾝ)
	    (百万円)


注：販路拡大に取り組む商品の原料取引を行う農業者等の直近年度の作付面積、出荷量、販売額等を記入。
（ウ）販路拡大等の実施に係る連携体制
	概略図（産地、開発・製造企業、研究機関、販路拡大等の連携参加者の構成及び役割）

	


　　　　注：販路拡大に取り組む商品の開発・製造・販路拡大等の連携に参画する団体・企業等の名称、
役割を明記。
	販路拡大等に参画するスタッフの所属・役職名

	


　　（エ）販路拡大の実施
ａ　商談会等への出展
	開催時期
	開催名称
	開催内容
	開催場所
	来場対象者
	試供品の
作成・提供数

	
	
	
	
	      
	


ｂ　アンケート調査等の実施
	実施時期
	実施方法
	実施内容
	実施対象
及び人数
備考
	備　考


	
	
	
	
	


　　　
ｃ　パンフレット等の作成
	内　容
	作成部数
	主な配布先

	
	部
	


（オ）主要原料取引計画及び売上計画　
ａ　主要原料取引計画の概要
	主要原材料名
	初年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


	主要原材料名
	第２年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


	主要原材料名
	第３年度（平成　　年）

	
	原料使用量（ﾄﾝ）
	契約取引数量（ﾄﾝ）
	相手先

	
	
	
	

	
	
	
	


　注：翌年度からの計画を、年度別（当年４月から翌年３月まで）に記入。
　　　
ｂ　売上計画の概要
	製品名
	販売先
	初年度
(平成　年)a
	第２年度
(平成　年)
	第３年度
(平成　年)b
	b/a

	
	
	千円

	千円

	千円

	%



	計
	
	
	
	
	


注：翌年度からの計画を、年度別（当年４月から翌年３月まで）に記入。
⑦　報告書の作成
	主　な　配　布　先

	
	部
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